
証券コード 6461
平成29年６月９日

株 主 各 位
埼玉県さいたま市中央区本町東五丁目12番10号

日本ピストンリング株式会社
取締役社長 山 本 彰

　
第123回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第123回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）午後５時30分までに到着するようご返送お願
い申しあげます。

敬 具
　

記
　

１. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時
２. 場 所 埼玉県さいたま市中央区本町東五丁目12番10号

ＮＰＲ与野ビル（当社本社ビル）２階ホール
(末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。)

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第121期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２. 第121期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の継続の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約の
　 ため、本「招集ご通知」及び「第121期報告書」をご持参くださいますようお願い申しあげます。
◎ 当社は、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」を、法令及び定款第15条の規定
　 に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.npr.co.jp/）に掲載しておりますので、
　 「第121期報告書」には記載しておりません。なお、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別
　 注記表」は、報告事項に関する添付書類と共に会計監査人及び監査役の監査対象となっております。
◎ なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター

ネット上の当社ウェブサイト（http://www.npr.co.jp/）に掲載させていただきます。
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株主総会参考書類
　

第１号議案 剰余金の処分の件
　 剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　 １．期末配当に関する事項

　第121期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いた
しまして以下のとおりといたしたいと存じます。

　 ① 配当財産の種類
　金銭といたします。

　 ② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金65円
　なお、この場合の配当総額は534,630,395円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　平成29年６月30日といたしたいと存じます。

　 ２．その他の剰余金の処分に関する事項
　該当事項はありません。
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第２号議案 取締役４名選任の件
　取締役 高橋輝夫、藤田雅章、川橋正昭、南雲良介の４氏は、本総会終結の時をもって任
期満了となりますので、取締役４名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

番号 氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当社
の 株 式 の 数

１

高　橋　輝　夫
たか はし てる お

(昭和34年２月10日生)

再任

昭和 56年 ４月 当社入社
平成 17年 ４月 当社製品技術第二部長
平成 18年 ６月 当社執行役員開発本部付、開発本部製品技

術第二部長
平成 21年 ４月 当社執行役員製品技術第二部長、技術企画

部・製品技術第一部・製品技術第二部・技
術開発部担当

平成 21年 ６月 当社取締役製品技術第二部長、技術企画
部・製品技術第一部・製品技術第二部・技
術開発部担当

平成 26年 ２月 当社取締役、技術企画部・製品技術第一
部・製品技術第二部・新製品事業推進部担
当

平成 27年 ４月 当社取締役、栃木工場・技術企画部・製品
技術第一部・製品技術第二部・技術開発
部・新製品事業推進部担当

平成 28年 ６月 当社常務取締役、技術企画部・製品技術第
一部・製品技術第二部・技術開発部・新製
品事業推進部担当（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社日ピス福島製造所取締役社長 、エヌピーアール オ
ブ アメリカ社取締役、エヌピーアール オートパーツ マ
ニュファクチュアリング インディア社取締役

4,200株

（取締役候補者とした理由）
高橋輝夫氏は、主に技術開発部門を指揮し、当グループの成長・発展に貢献してまいりました。引き続
き、当グループでの豊富な業務経験と技術に関する知識と能力が当社に欠かせないものと判断し、取締役
候補者といたしました。
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番号 氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当社
の 株 式 の 数

２

藤　田　雅　章
ふじ た まさ あき

(昭和36年５月30日生)

再任

昭和 59年 ４月 当社入社
平成 17年 ４月 当社経営企画部長
平成 18年 ６月 エヌピーアール オブ アメリカ社取締役

社長
平成 24年 ７月 当社執行役員、エヌピーアール オブ ア

メリカ社取締役社長
平成 25年 ６月 当社取締役経営企画部長、経営企画部・海

外事業部担当
平成 27年 ４月 当社取締役経営企画部長、経営企画部・経

理部・海外事業部担当（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社日ピス岩手取締役

3,784株

（取締役候補者とした理由）
藤田雅章氏は、経営企画部門において経営全般にわたる豊富な経験と幅広い見識を有しており、当グルー
プの企業価値の持続的向上に貢献してまいりました。引き続き、当グループの経営への貢献が期待できる
ことから、取締役候補者といたしました。

３

南　雲
な ぐも

　 良
りょう

　介
すけ

(昭和28年11月13日生)

再任

昭和 50年 ４月 リズム時計工業株式会社入社
平成 ９ 年 ４月 同社国内営業本部ＦＶ販売部長
平成 15年 １月 同社国内営業本部東京支店長
平成 17年 ６月 同社取締役国内営業本部東京支店長
平成 18年 １月 同社取締役国内営業本部営業本部長
平成 19年 ６月 リズム開発株式会社代表取締役社長
平成 26年 ６月 リズム時計工業株式会社非常勤顧問
平成 27年 ６月 当社取締役（現任）

200株

（社外取締役候補者とした理由）
南雲良介氏は、企業経営者としての経験を有しており、引き続き、独立した立場から、取締役会の意思決
定の妥当性、相当性の助言をいただくなど、重要な役割を果たしていただけると考え、社外取締役候補者
といたしました。
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番号 氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
および重要な兼職の状況

所有する当社
の 株 式 の 数

４

石　井
いし い

　 歓
かん

(昭和29年２月11日生)

新任

昭和 52年 ４月 日本開発銀行（現株式会社日本政策投資銀
行）入行

平成 13年 ３月 同行財務部長
平成 15年 ６月 同行プロジェクトファイナンス部長
平成 17年 ６月 同行審査部長
平成 18年 ６月 同行九州支店長
平成 20年 ６月 同行理事
平成 20年10月 同行常務執行役員
平成 22年 １月 株式会社日本航空管財人代理
平成 23年 ８月 福岡地所株式会社代表取締役社長
平成 27年 ８月 同社取締役副会長（現任）
（重要な兼職の状況）
福岡地所株式会社取締役副会長

０株

（社外取締役候補者とした理由）
石井歓氏は、金融機関をはじめ企業経営全般にわたる豊富な経験と幅広い見識を有しており、独立した立
場から、取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・提言をいただけるものと考え、社
外取締役候補者といたしました。

（注）１．各候補者と当社との間には、いずれも特別な利害関係はありません。
２．南雲良介氏および石井歓氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は南雲良介氏を株式会社

東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認可決された場合には、独
立役員の届出を継続いたします。また石井歓氏につきましても、同氏の選任が承認可決された場合
は、独立役員として同証券取引所に届け出る予定です。

３．取締役候補者が現在の社外取締役である場合の就任後の年数について
南雲良介氏は、現在当社の非常勤の取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本株主総会の
終結の時をもって２年となります。

４．取締役候補者との責任限定契約について
南雲良介氏は、現在、当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。同氏が選任された場合には、同氏との間の当該
責任限定契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令
が定める額といたします。
また、石井歓氏が選任された場合には、同氏との間で、同様の契約を締結する予定であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件
　監査役 鈴木保雄氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の
選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

　
氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
および重要な兼職の状況

所有する当社
の 株 式 の 数

平　石
ひら いし

　 巖
いわお

(昭和33年12月26日生)

新任

昭和 57年 ４月 当社入社
平成 15年 ４月 当社国際業務推進部長
平成 18年 ６月 当社製品技術第一部長
平成 22年 １月 当社技術企画部長
平成 25年 ４月 当社技術企画部長、技術企画部標準設計推

進室長
平成 25年 ７月 当社執行役員技術企画部長、技術企画部標

準設計室長
平成 27年 ７月 当社執行役員（現任）

エヌピーアール オブ ヨーロッパ社取締
役社長（現任）

1,877株

（監査役候補者とした理由）
平石巖氏は、主に製品技術部門において高い専門性を有しており、客観的かつ公正な立場で取締役の職務執行を
監査し、経営の健全性確保に貢献することが期待できることから、監査役候補者といたしました。

（注） 平石巖氏と当社との間には、特別な利害関係はありません。
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第４号議案 当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）の継続の件
当社は、平成20年６月27日開催の第114回定時株主総会において株主の皆様のご承認を

いただき、当社株式の大規模買付行為への対応策を導入し、平成26年６月27日開催の当社
第120回定時株主総会の決議によりその内容を一部改定したうえで継続することについてご
承認をいただいております（以下、変更後の対応策を「現プラン」といいます。）が、現プ
ランの有効期限は本定時株主総会の終結の時までとなっております。

当社は、その後も、社会・経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる諸々の動向及び様々な議
論を踏まえ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取り組みの
ひとつとして、継続そのものの是非も含めて検討してまいりました。その結果、平成29年5
月29日開催の当社取締役会において、本定時株主総会における株主の皆様の承認を条件と
して、現プランの一部を改定した上で継続すること（以下、改定後の対応策を「本プラン」
といいます。）に関して決議を行いました。つきましては、本プランによる継続について、
株主の皆様からのご承認をお願いするものであります。なお、現プランから本プランへの主
な変更点は、実質的な内容の変更を含まない形式的な変更にとどまっております。

　
１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当
社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続
的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが望ましいと考えておりま
す。

もっとも、当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式
の自由な取引を尊重し、特定の者による大規模買付行為であっても、当社の企業価値・株主共
同の利益に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、株式の
大規模買付提案に応じるかどうかの判断は、最終的には株主の皆様の意思に基づき行われるも
のであると考えております。

しかしながら、昨今のわが国の資本市場においては、対象会社の経営陣と十分な協議や合意
のプロセスを経ることなく、大規模な株式の買付行為を強行するといった動きがあり、このよ
うな株式の大規模買付行為の中には、①買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値・
株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、②株主に株式の売却を事実
上強要するおそれのあるもの、③対象会社の取締役会や株主が買付けの条件等について検討
し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないも
の、④対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・
交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくあり
ません。
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また、当社のビジネスは、下記２．(1)「当社の経営理念と企業価値の源泉」においても示
すとおり、顧客企業や従業員、地域社会など様々なステークホルダーの協業の上に成り立って
おり、これらのステークホルダーが安心して当社の事業に関わることができる健全な体制を構
築し、グローバルに必要とされる先端的かつ高品質なサービスを安定的に供給していくこと
は、当社の企業価値を高めていく上で不可欠な要素となっております。当社株式の大規模買付
行為を行う者が、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保
し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損される可能
性があります。

当社は、このような不適切な大規模買付けを行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を
支配する者として適当ではないとして、当該者による大規模買付けに対しては、必要かつ相当
な手段を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考
えます。

　
２．当社の企業価値の源泉及び基本方針の実現に資する取り組み
　

(1) 当社の経営理念と企業価値の源泉
　

当社は、1934年に創立され、エンジン機能部品メーカーとして、材料、加工、表面処理
技術等における技術開発をすすめ、ピストンリングを基軸にシリンダライナ、カムシャフ
ト、バルブシート等への製品展開とグローバルな供給体制の構築により、自動車メーカー
をはじめとした国内外のお客様のニーズにお応えし、業容の拡大を図ってまいりました。

当社は、以下の経営理念と「一人一人の工夫と努力を結集し製・販・技の連携プレー強
化によって会社の繁栄と私達の生活向上を築きあげよう」を行動指針に定め、お客様から
のニーズに迅速かつ的確にお応えできるよう努めております。
＜経営理念＞

１．顧客第一主義の考えに立ってすべての物事を進める。
２．環境の変化に柔軟に対応し適切な利益を確保して株主をはじめ関連先に報恩する。
３．社会との調和をはかり、ワールドワイドな総合部品メーカーの地位を確保して人類の

進運に寄与する。
４．常に革新と業績の向上に努めて会社の繁栄を図り社員の生活向上を築き上げる。

　
当社のこれまでの成長は、株主の皆様のご支援はもとより、上記経営理念に基づき、お

客様、従業員、地域社会との関係を大切にするとともに、ワールドワイドな総合部品メー
カーとしての役割を十分に認識し、供給体制の構築、品質の向上、技術革新等に努めてき
た結果であり、これこそが当社の企業価値を支える大きな源泉であると考えております。
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そして、当社は、このような企業価値の源泉を十分に認識した上で、多数の投資家の皆
様に長期的に継続して当社に投資していただくため、下記(2)に記載の中期経営計画の推進
と下記(3)に記載のコーポレート・ガバナンスの強化の両面から、当社の企業価値及び株主
共同の利益の向上に取り組んでおります。

　
(2) 企業価値向上のための取り組み

　
当社は、世界的な環境問題への対応強化を背景とした低燃費、排ガス規制へのニーズに

応え、製品の差別化をはかることにより新たな需要を取り込むべく拡販をすすめておりま
す。また、主要製品における革新的モノづくりによる継続的な原価低減活動を推進し、「１
００年企業への土台作り ～マーケティング＆イノベーションによる企業価値向上～」を
基本方針とし、①製品の差別化による戦略機種の獲得、②革新的モノづくりの推進、③新
製品（非自動車エンジン部品）の事業化推進、④人材育成強化による「世界最高品質の追
求」、⑤ＣＳＲ活動の強化を重点課題とし、信頼される企業づくりに取り組んでおります。
なお、重点課題の一環として、ピストンリング、バルブシートにおける北米、中国、アセ
アン、インド等での生産体制の整備・効率化をすすめるとともに、営業力の拡大・拡充を
図っております。技術開発におきましては、環境対応を第一に考え、熱効率向上・次世代
自動車等に対応した製品開発のほか、非自動車エンジン分野への拡大に向けて当社の固有
技術等を核とした新製品の開発にも取り組んでおります。また、ＣＳＲ推進委員会を設置
し、ＣＳＲ活動の強化に努めております。

(3) コーポレート・ガバナンスの強化
　

当社は、「経営の透明性を高めること」、「ステークホルダーへの説明責任の達成」及び
「経営の迅速化」をコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方とし、その強化を経営の重
要課題の一つとして、積極的に取り組んでおります。前記の経営理念に基づき、株主の皆
様をはじめお客様、地域社会、従業員等当社を取り巻く様々なステークホルダーの立場を
尊重し、もって社会の一員としての義務を果たしていくことが必要であり、これらが企業
の永続的成長の原動力となり、最終的には株主の皆様にも長期的な利益をもたらすものと考
えております。具体的な取り組みは以下の通りです。
① 「コンプライアンス行動指針」を制定し、その徹底を図るとともに、コンプライアンス

部会の設置により、コンプライアンスを重視した経営に努めております。
② 社外監査役３名を含む５名からなる監査役会による取締役の職務執行のモニタリング

に加え、平成25年から社外取締役を設置し、経営監視機能を強化するとともに、取締
役の相互牽制機能の強化を図るべく、取締役会、経営戦略会議、経営執行会議の適切
な運営に努め、業務執行の迅速化と責任の明確化を図っております。
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また、リスクマネジメント部会を設置し、当社を巡るリスクに対し、的確かつ迅速に対

応しうる体制を整備しております。
　
３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること
を防止するための取り組み

　
(1) 本プラン導入の目的

　
本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、

上記１．「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」に記
載した基本方針に沿って導入されるものであります。

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資さな
い大規模な買付けを行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適
切であると考えております。そして、こうした不適切な者によって当社の財務及び事業の
方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大規模
な買付けを抑止するためには、当社株式に対する大規模な買付けが行われる際に、当社取
締役会が株主の皆様に代替案を提案すること、株主の皆様がかかる大規模買付けに応じる
べきか否かを判断するために必要な情報及び時間を確保すること、並びに株主の皆様のた
めに交渉を行うこと等を可能とする枠組みが必要不可欠であると判断いたしました。

大規模買付者の出現から対抗措置の発動及び不発動までの全体的な流れにつきましては、
添付資料１のフロー表に記載のとおりですが、当社は、下記３．(2)①「大規模買付ルール
の内容」にて示すとおり、当社株式の大規模買付行為等（下記３．(2)①(a)「本プランの
対象となる大規模買付行為等」にて定義されます。）を実行しようとする者（以下、「大規
模買付者」といいます。）に対して所定の手続（以下、「大規模買付ルール」といいます。）
に従うことを要請するとともに、かかる手続に従わない大規模買付行為等がなされる場合
や、大規模買付行為等の内容、態様及び手法に鑑み、当社の企業価値・株主共同の利益が
毀損すると認められるような場合には、その毀損を防止するために一定の対抗措置を発動
できることとしております。また、対抗措置の発動等にあたっては、当社取締役会の恣意
的判断を排除するため、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外の有識者で、当社の業
務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下、「独立委員会」
といいます。）の客観的な判断を経ることとしております。
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(2) 本プランの内容
　

① 大規模買付ルールの内容
　

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、(ⅰ)大規模買付者に、事前に当社取
締役会に対して当該大規模な買付行為に係る必要かつ十分な情報を提供させ、(ⅱ)当社
取締役会は、一定の評価期間を設け、当該期間内に独立委員会に諮問の上、対抗措置の
発動も含めた当社取締役会としての意見を慎重に形成及び公表し、(ⅲ)大規模買付者は
(ⅰ)及び(ⅱ)の手続き後に当該買付行為を開始するというものです。

その詳細は下記(a)から(f)に記載するとおりです。
　

(a) 本プランの対象となる大規模買付行為等
　

本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する行為若しくはこれに類似する行為又はこ
れらの提案１（但し、当社取締役会が別途承認したものを除きます。かかる行為を、
以下、「大規模買付行為等」といいます。）がなされる場合を適用対象とします。

大規模買付行為等を行おうとする大規模買付者は、予め本プランに定められる大規
模買付ルールに従わなければならないものとします。

　
(ⅰ) 当社が発行者である株券等２について、保有者３及びその共同保有者４の株券等保

有割合５が20％以上となる買付け（当該保有者及び共同保有者を総称して、以
下、「特定大量保有者等」といいます。）

　
　

１ 「提案」とは、第三者に対する勧誘行為を含みます。
２ 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。
３ 金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者とみなされる者を含

むものとします。
４ 金融商品取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされ

る者を含むものとします。
５ 金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合、当該保有者の共同保有

者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も加算するものとします。
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(ⅱ) 当社が発行者である株券等６について、公開買付け７を行う者の株券等所有割合８

及びその特別関係者９の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け
（当該公開買付けを行う者及びその特別関係者を総称して、以下、「特定大量買
付者等」といいます。）

　
(b) 意向表明書の提出及び情報の提供

　
本プランの対象となる大規模買付者には、大規模買付行為等の実行に先立ち、当社

取締役会宛に、大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者、ファンド
の場合は組合員その他の構成員を含みます。）の概要（具体的名称、住所、設立準拠
法、代表者の氏名、国内連絡先等を含みます。）、大規模買付行為等の目的、方法及び
概要（対価の種類及び価格、実施時期、実現可能性並びに関連する取引全体の仕組み
及び適法性を含みます。）並びに本プランで定められる大規模買付ルールを遵守する
旨の誓約文言及び違反した場合の補償文言等を記載した当社所定の書面（以下、「意
向表明書」といいます。）を提出していただきます。なお、書面はすべて日本語によ
り作成していただきます（以下において大規模買付者が提出すべきとされている書
面・情報についても同様とします。）。

当社取締役会は、当該意向表明書の受領後10営業日10以内に、大規模買付行為等に
対する株主の皆様のご判断及び当社取締役会の評価及び検討のために必要な情報（以
下、「本必要情報」といいます。）のリスト（以下、「本必要情報リスト」といいま
す。）を大規模買付者に交付し、本必要情報の提供を求めます（以下、「必要情報提供
手続」といいます。）。

　
　
６ 金融商品取引法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。
７ 金融商品取引法第27条の２第６項に規定する公開買付けをいいます。
８ 金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。
９ 金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。但し、同項第１号に掲げる者について

は、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。
10 行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。
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なお、本必要情報に該当する代表的な項目は以下のとおりです。
　

(ⅰ) 大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者、ファンドの場合は
組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、財
務内容、事業内容、当該大規模買付行為等と同種の過去の取引の有無及びその
詳細を含みます。）

(ⅱ) 大規模買付行為等の目的、方法及び内容（経営参画意思の有無、買付対価の種
類及び価格、実施時期、実現可能性並びに関連する取引全体の仕組み及び適法
性を含みます。）

(ⅲ) 当社株券等の買付対価の算定根拠（算定の前提となる事実及び仮定、算定方法
及び算定に用いた数値情報、並びに大規模買付行為等に係る一連の取引により
生じることが予想されるシナジーの内容及びその算定根拠、現金以外の対価を
もって大規模買付行為等を行う場合には対価の価格に関する情報等を含みま
す。）

(ⅳ) 大規模買付行為等に要する資金の調達状況（資金提供者（実質的提供者を含み
ます。）の具体的名称、調達方法及び関連する取引の内容を含みます。）

(ⅴ) 大規模買付者及びそのグループによる当社の株券等の過去の全ての取得時期及
び当該時期ごとの取得数・取得価額、並びに、当社の株券等の過去の全ての売
却時期及び当該時期ごとの売却数・売却価額

(ⅵ) 大規模買付行為等の後、当社の株券等を更に取得する予定がある場合には、そ
の理由及びその内容

(ⅶ) 大規模買付者が既に保有する又は将来取得する当社の株券等に関する貸借契約、
担保契約、売戻契約、売買の予約その他の重要な契約又は取決め（以下、「担保
契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種類、契約の相手方及び契
約の対象となっている株券等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

(ⅷ) 大規模買付行為等の後における当社の経営方針、事業計画、財務計画、資本政
策、配当政策、資産活用策等（当社の株券等が上場廃止となる見込みがある場
合には、その旨及び理由）

(ⅸ) 買付等の後における当社の従業員、取引先、顧客、地域社会その他の当社にか
かる利害関係者に関する処遇・方針

(ⅹ) その他当社取締役会又は独立委員会が合理的に必要と判断する情報
　

当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運用を図る観点から、必要に応じて、
大規模買付者に対し本必要情報の提供期限を設定することがあります。但し、大規模
買付者から合理的な理由に基づく延長要請があった場合は、その期限を延長すること
ができるものとします。
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また、上記の本必要情報リストに従い大規模買付者から当初提供された情報につい
て当社取締役会が精査した結果、大規模買付行為等の内容及び態様等に照らして、株
主の皆様のご判断及び当社取締役会の評価及び検討等のために不十分であると当社取
締役会が合理的に判断した場合には、回答期限を設けた上で、大規模買付者に対して
本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めることがあります。なお、大規模買付
者から提出された本必要情報が十分かどうか、当社取締役会が要求した本必要情報の
内容・範囲が妥当かどうかの判断については、当社取締役会は、恣意的な判断を排除
するため、独立委員会の助言及び勧告を最大限尊重することとします。

そして、当社は、大規模買付者による大規模買付行為等に係る情報の提供が完了し
たと合理的に判断した場合には、その旨を大規模買付者に通知（以下、「情報提供完
了通知」といいます。）いたします。また、当社取締役会が本必要情報の追加的な提
供を要請したにもかかわらず、大規模買付者から当該情報の一部について提供が難し
い旨の合理的な説明がある場合には、当社取締役会が求める本必要情報が揃わなくて
も、大規模買付者による情報の提供が完了されたとみなし、情報提供完了通知を行う
場合があります。

なお、当社取締役会は、大規模買付者から意向表明書を受領した場合、本必要情報
リストを大規模買付者に対して送付した場合及び大規模買付者による本必要情報の提
供が完了したと判断した場合には、速やかにその旨を公表いたします。また、当社取
締役会は、当社取締役会に提供された本必要情報についても、適用ある法令等及び金
融商品取引所規則に従い、株主の皆様に対して、適時適切に開示いたします。

　
(c) 当社取締役会による評価・検討等

　
当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付行為等の評価の難易度

等に応じて、以下の(ⅰ)(ⅱ)の期間を、当社取締役による評価、検討、交渉、意見形
成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会検討期間」といいます。）として設
定するものとします。

　
(ⅰ) 対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全株式の買付けの場合

には、当社が情報提供完了通知を行った日から最長60日間（初日不算入）
(ⅱ) その他の方法による大規模買付行為等の場合には、当社が情報提供完了通知を

行った日から最長90日間（初日不算入）
　

但し、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、独立委員会が取締役会検討期間内に下記３．
(2)①(d)「独立委員会の設置及び当社取締役会への勧告」に記載される対抗措置の発
動又は不発動に係る勧告を行うに至らない等の理由により、当社取締役会が取締役会
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検討期間満了時までに対抗措置を講じるか否かの判断を行うに至らない場合、当社取
締役会は、独立委員会に諮問の上、合理的な範囲内で、取締役会検討期間を延長する
旨の決議を行うことができるものとし、その場合は、具体的延長期間及び当該延長期
間が必要とされる理由を大規模買付者に通知するとともに、株主の皆様に開示いたし
ます。なお、延長は原則として一度に限るものとし、延長の期間は最長30日間とし
ます。

取締役会検討期間中、当社取締役会は、独立委員会の助言及び勧告を受け、また、
必要に応じて独立した外部専門家（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁
護士その他の専門家）の助言を受けながら、提供された本必要情報等を十分に評価・
検討し、大規模買付行為等に対する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、
公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為等に関する条
件改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を提示する
こともあります。

　
(d) 独立委員会の設置及び当社取締役会への勧告

　
当社は、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされること

を防止するための機関として、独立委員会を設置します。独立委員会の委員は３名以
上とし、公正で中立的な判断を担保するため、当社社外取締役、当社社外監査役又は
社外の有識者（弁護士、公認会計士、経営経験豊富な企業経営者、学識経験者等）を
対象として選任するものとします。独立委員会の概要は添付資料２に記載のとおりで
あり、また、独立委員会委員の氏名・略歴は添付資料３に記載のとおりです。

当社取締役会は、大規模買付者より提出された意向表明書及び本必要情報を受領後
速やかに独立委員会に提供するとともに、本必要情報の取締役会による評価及び分析
結果並びに代替案等についても、作成後速やかに独立委員会に提供します。加えて、
当社取締役会は、独立委員会に対して、(ⅰ)大規模買付者から提供された本必要情報
の十分性、(ⅱ)取締役会検討期間の延長の要否、(ⅲ)大規模買付行為等に対する対抗
措置発動の是非等について諮問を行います。

独立委員会は、取締役会検討期間内に、当社の企業価値及び株主共同の利益の確
保・向上という観点から、大規模買付者による大規模買付行為等の内容を検討し、下
記３．(2)②「大規模買付行為等がなされた場合における対応策」に基づき、対抗措
置の発動の是非を含む勧告（当社株主の意思を確認すべき旨の留保を付した勧告を含
みます。）を当社取締役会に対して行います。なお、独立委員会の判断が当社の企業
価値・株主共同の利益に資するようになされることを確保するために、独立委員会
は、当社の費用で、独立した外部専門家（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計
士、弁護士その他の専門家）の助言を得たり、当社の取締役、監査役、従業員等に独
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立委員会への出席を要求し、必要な情報について説明を求めたりすることができるも
のとします。また、独立委員会が当社取締役会を通じて、検討資料その他の情報提
供、協議・交渉等を求めた場合、大規模買付者は速やかにこれに応じなければならな
いものとします。

なお、当社は、独立委員会による勧告の概要その他適切と判断する事項について、
適用ある法令等及び金融商品取引所規則に従い、速やかに情報開示を行います。

　
(e) 取締役会の決議・株主意思確認総会

　
当社取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して、大規模買付行為等に対

する対抗措置の発動又は不発動に関する会社法上の機関としての決議を行うものとし
ます。

但し、当社取締役会は、対抗措置の発動に際して、独立委員会に対する諮問手続に
加えて、(ⅰ)企業価値及び株主共同の利益の確保・向上という観点から大規模買付行
為等の内容に踏み込んだ実質的な判断を行う必要があるかどうか並びにその他大規模
買付行為等の内容、時間的猶予等の諸般の事情を考慮の上、当社株主の意思を確認す
ることが実務上可能であり、かつ、法令及び当社取締役の善管注意義務等に照らし適
切であると判断する場合、又は(ⅱ)独立委員会が大規模買付行為等に対する対抗措置
の発動に関して当社株主の意思を確認するべき旨の留保を付した勧告をした場合に
は、当社取締役会において具体的な対抗措置の内容を決定した上で、株主総会（以
下、「株主意思確認総会」といいます。）を招集し、対抗措置の発動に関する当社株主
の意思を確認することができるものとします。

当社取締役会は、株主意思確認総会の開催を決定した場合、株主の皆様に本プラン
による対抗措置を発動することの可否を十分にご検討いただくための期間（以下、

「株主検討期間」といいます。）として最長60日の期間を設定し、当該株主検討期間
中に株主意思確認総会を開催することとします（なお、取締役会検討期間について
は、当該株主検討期間の開始と同時に終了するものとします。また、株主検討期間に
ついては、株主意思確認総会終結の時点で終了するものとします。）。株主意思確認総
会が開催された場合、当社取締役会は、当該株主意思確認総会における当社株主の判
断に従うものとします。なお、当社取締役会は、大規模買付行為等に対する対抗措置
の発動又は不発動に関する決議を行った場合又は株主意思確認総会を招集する旨の決
議を行った場合には、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項につ
いて、速やかに情報開示を行います。
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(f) 大規模買付行為等待機期間
　

大規模買付者は、大規模買付ルールに係る手続開始後、取締役会検討期間が満了す
るまでの間（但し、上記の株主検討期間が設けられた場合には、取締役会検討期間と
株主検討期間を併せた期間が満了するまでの間とします。）、大規模買付行為等を実行
してはならないものとします。

　
② 大規模買付行為等がなされた場合における対応策

　
(a) 対抗措置発動の条件

　
(ⅰ) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合

　
大規模買付者により本プランに定める大規模買付ルールが遵守されない場合で、

当社取締役会がその是正を書面により要請した後５営業日以内に是正がなされな
い場合には、独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向
上のために対抗措置を発動させないことが必要であることが明白であることその
他の特段の事情がある場合を除き、原則として、当社取締役会に対して、対抗措
置の発動を勧告します（但し、独立委員会は、当社株主の意思を確認するべき旨
の留保を付した勧告を行う場合もあります。）。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して対抗措置の発動を決定し
ますが、かかる対抗措置の発動に関し、独立委員会における勧告手続に加えて、
上記３．(2)①(e)「取締役会の決議・株主意思確認総会」に定められる株主意思
確認総会が開催される場合には、当該株主意思確認総会における当社株主の判断
に従って対抗措置の発動を決定します。

なお、大規模買付ルールが遵守されたか否かを判断するにあたっては、大規模
買付者側の事情をも合理的な範囲で十分勘案し、少なくとも本必要情報の一部が
提出されないことのみをもって大規模買付ルールを遵守していないと認定するこ
とはしないものとします。
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(ⅱ) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合
　

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、独立委員会は、原則として、
当社取締役会に対して、大規模買付行為等に対する対抗措置の不発動を勧告しま
す。この場合、大規模買付者の大規模買付行為等に応じるか否かは、当社株主に
おいて、当該大規模買付行為等の内容及び当社が提示する当該大規模買付行為等
に対する意見、代替案等を考慮の上、ご判断いただくことになります。

もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、独立委員会は、
当該大規模買付者が次の(ア)から(ケ)までのいずれかの事情を有していると認めら
れる者であり、結果として会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価
値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断する場合には、当社取締役会に
対して、かかる大規模買付行為等に対する対抗措置の発動を勧告します（但し、
独立委員会は、当社株主の意思を確認するべき旨の留保を付した勧告を行う場合
もあります。）。この場合、上記(ⅰ)「大規模買付者が大規模買付ルールを遵守し
なかった場合」と同様の手続に従い対抗措置の発動を決定します。

　
(ア) 大規模買付者が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株

価をつり上げて高値で当社の株券等を当社又は当社関係者に引き取らせる目
的で当社の株券等の取得を行っている又は行おうとしている者（いわゆるグ
リーンメイラー）であると判断される場合

(イ) 当社の会社経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノ
ウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は顧客等の当社の資産を当該大規模買
付者又はそのグループ会社等に移転させる目的で当社の株券等の取得を行っ
ていると判断される場合

(ウ) 当社の会社経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者又はそのグ
ループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的で、当社の株券等
の取得を行っていると判断される場合

(エ) 当社の会社経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動
産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、その処分利益をもっ
て一時的に高配当をさせるかあるいはかかる一時的高配当による株価の急上
昇の機会を狙って当社の株券等の高価売り抜けをする目的で当社の株券等の
取得を行っていると判断される場合

(オ) 大規模買付者の提案する当社の株券等の買付条件（買付対価の種類及び金
額、当該金額の算定根拠、その他の条件の具体的内容（当該取得の時期及び
方法を含みます。）、違法性の有無、実現可能性等を含みますがこれらに限ら
れません。）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分又は不適切なもの
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であると判断される場合
(カ) 大規模買付者の提案する当社の株券等の買付方法が、いわゆる強圧的二段階

買収（最初の買付けで当社の株券等の全部の買付けを勧誘することなく、二
段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等
の株券等の買付けを行うことをいいます。）等の、株主の皆様の判断の機会
又は自由を制約し、事実上、株主の皆様に当社の株券等の売却を強要するお
それがあると判断される場合

(キ) 大規模買付者による支配権の取得により、当社の株主の皆様はもとより、顧
客、従業員その他の利害関係者の利益を含む当社の企業価値ひいては株主の
皆様の共同の利益の著しい毀損が予想される等、当社の企業価値ひいては株
主の皆様の共同の利益の確保又は向上を著しく妨げるおそれがあると判断さ
れる場合

(ク) 大規模買付者が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来
の企業価値との比較において、当該大規模買付者が支配権を取得しない場合
の当社の企業価値に比べ、著しく劣後すると判断される場合

(ケ) 大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適切であ
ると判断される場合

　
(b) 対抗措置の内容

　
当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為等に対する対抗措置は、原則とし

て会社法第277条以下に規定される新株予約権の無償割当てによるものとします。但
し、会社法その他の法令及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動するこ
とが適切と判断された場合には、当該その他の対抗措置が用いられることもありま
す。

対抗措置として新株予約権の無償割当てが行われる場合において発行される新株予
約権（以下、「本新株予約権」といいます。）の概要は添付資料４に記載のとおりであ
り、本新株予約権は、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会決議（但し、
定款変更により新株予約権の無償割当ての決議機関を当社株主総会とした場合には当
社株主総会決議。以下、「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において別途
定められる一定の日（以下、「割当基準日」といいます。）における最終の株主名簿に
記録のある株主の皆様（但し、当社を除きます。）に対して、その所有株式１株につ
き１個以上で本新株予約権無償割当て決議において別途定められる数の割合にて無償
で割り当てられます。

なお、本新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額は１円以上で本新株
予約権無償割当て決議において別途定められる額であり、本新株予約権１個の行使に
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より、本新株予約権にかかる新株予約権者に対して当社普通株式１株が交付されま
す。但し、本新株予約権には差別的行使条件が付されており、(ⅰ)特定大量保有者
等、(ⅱ)特定大量買付者等、(ⅲ)これら(ⅰ)若しくは(ⅱ)の者から本新株予約権を当社
取締役会の承認を得ることなく譲受け若しくは承継した者、又は(ⅳ)これら(ⅰ)乃至
(ⅲ)に該当する者の関連者11（これらの者を総称して、以下、「非適格者」といいま
す。）は、その保有する本新株予約権を行使することができません。

　

11 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下にあ
る者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者として
当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配
している場合」（会社法施行規則第３条第３項に規定されます。）をいいます。
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③ 対抗措置の停止手続
　

対抗措置の発動として本新株予約権の無償割当を決議し、又は無償割当が行われた後
においても、当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付行為等の撤回又は変更を行う
など対抗措置の発動が適切でないと判断した場合は、独立委員会の勧告を最大限尊重し
た上で、本新株予約権の無償割当効力発生日までの間は本新株予約権無償割当の中止の
方法により、又は本新株予約権無償割当効力発生日後、本新株予約権の権利行使期間の
開始日の前日までの間は、当社による本新株予約権の無償取得の方法により、対抗措置
発動の停止を行うことができるものとします。これにより、当社は、大規模買付者が当
該買付提案又は買付行為の撤回又は変更を行うなど対抗措置の発動が適切でなくなった
場合に、対抗措置を停止することが可能となります。

この場合、当社取締役会は、速やかに情報開示を行うことといたします。
　

④ 本プランの有効期間、廃止及び変更
　

本プランの有効期間は、３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会終結の時（平成32年６月に開催予定の当社定時株主総会終結の時）までとしま
す。

但し、本プランの有効期間満了前であっても、当社の企業価値・株主共同の利益を確
保・向上させる観点から本プランを随時見直し、(ⅰ)当社株主総会において本プランを
廃止若しくは変更する旨の決議が行われた場合、又は、(ⅱ)当社取締役会において本プ
ランを廃止若しくは変更する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止
又は変更されるものとします。なお、当社取締役会は、本プランの内容に重要な変更を
行う場合には、株主の皆様の意思を適切に反映する機会を得るため、変更後のプランの
導入に関する承認議案を株主総会に付議するものとし、変更後の本プランは、当該承認
議案について株主の皆様のご承認が得られることを条件に効力を生じるものとします。

当社は、本プランの廃止又は変更等がなされた場合には、当該廃止又は変更等の事実
及び（変更等の場合には）変更等の内容その他の事項について、必要に応じて情報開示
を速やかに行います。

なお、本プランにおいて引用する法令の規定は、平成29年５月28日現在施行されてい
る規定を前提としているものであり、同日以後、法令の新設又は改廃に伴って必要な場
合には、当社取締役会において当該新設又は改廃の趣旨を考慮の上、株主の皆様に不利
益を与えない範囲で、本プランの条項又は用語の意義等を合理的な範囲内で読み替える
ことができるものとします。

また、平成32年６月開催予定の定時株主総会以降におけるプランについては、当社取
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締役会において必要な見直しをした上で、平成32年６月に開催予定の当社定時株主総会
にて、本プランの継続、あるいは新たな内容のプランの導入に関して株主の皆様からご
承認をいただく予定です。

　
(3) 本プランの合理性

　
① 買収防衛策に関する指針及び適時開示規則との整合性

　
本プランは平成17年５月27日に経済産業省及び法務省から公表された「企業価値・株

主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」（以下、「買収防衛指針」
といいます。）に定める三原則(ⅰ)企業価値・株主共同の利益の確保、(ⅱ)事前開示・株
主意思の原則及び(ⅲ)必要性・相当性の原則のすべてを充足しており、買収防衛指針に
完全に沿った内容となっております。

また、本プランは、平成20年６月30日に経済産業省が設置する企業価値研究会から公
表された「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容にも十分配慮し
たものとなっております。

加えて、本プランは、株式会社東京証券取引所の定める買収防衛策の導入に係る諸規
則の趣旨にも合致するものとなっております。

　
② 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　
本プランは、上述のとおり、当社株式に対する大規模買付行為等が行われた際に、当

該大規模買付行為等が不適切なものでないか否かを株主の皆様が判断するために必要な
情報や時間を確保したり、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることで、
企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入される
ものです。

　
③ 株主意思を十分に尊重していること（サンセット条項）

　
本プランは、導入にあたり株主の皆様の意思を適切に反映させる機会を確保するため、

本定時株主総会において株主の皆様の承認をいただくことを条件として導入いたします。
本プラン導入につき本定時株主総会において出席株主の皆様の過半数の承認を得られな
かった場合には、本プランは導入されません。

また、上記３．(2)①(e)「取締役会の決議・株主意思確認総会」にて記載したとおり、
当社取締役会が法令及び当社取締役の善管注意義務等に照らし適切であると判断する場
合又は独立委員会が対抗措置の発動に関して当社株主の意思を確認するべき旨の留保を
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付した勧告をした場合には、対抗措置の発動の是非についても、株主総会において当社
株主の意思を確認することができる形となっております。

加えて、本プランは有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランを
廃止する旨の決議がなされた場合、株主総会で選任された取締役により構成される当社
取締役会において本プランを廃止する旨の決議がなされた場合には、その時点で廃止さ
れることになり、その意味で、本プランの導入及び廃止は、当社株主の皆様の意思に基
づくこととなっております。

　
④ 取締役会の恣意性の排除

　
本対応策を適正に運用し、当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止

し、その判断の合理性、公正性を担保するため、当社は、当社取締役から独立した機関
として、独立委員会を設置いたしました。独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣
から独立している、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外の有識者（弁護士、公認
会計士、経営経験豊富な企業経営者、学識経験者等）のいずれかに該当する委員３名以
上により構成されます（独立委員会の概要については添付資料２に記載のとおりであり、
また独立委員会委員の氏名・略歴は添付資料３に記載のとおりです。）。

当社株式に対して大規模買付行為等がなされた場合には、上記３．(2)②「大規模買付
行為等がなされた場合における対応策」にて記載したとおり、独立委員会が、当該大規
模買付行為等が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の実質的な判断を
行い、当社取締役会はその判断を最大限尊重して会社法上の機関としての決議を行うこ
ととします。このように、独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に本プランの発
動等の運用を行うことのないよう、厳しく監視するとともに、同委員会の判断の概要に
ついては株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同の
利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

　
⑤ 客観的かつ合理的な要件の設定

　
本プランは、上記にて記載したとおり、独立委員会において合理的かつ詳細な客観的

要件が充足されたと判断されない限りは発動されないように設定されており、当社取締
役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。
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⑥ デッドハンド型買収防衛策又はスローハンド型買収防衛策ではないこと
　

本プランは、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会で選任された取締役で構
成される取締役会の決定により廃止することができるものとされており、当社株式を大
量に買い付けた者が指名し、当社株主総会で選任された取締役から成る取締役会により
本プランを廃止することができます。したがいまして、当社といたしましては、本プラ
ンはいわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもな
お、発動を阻止できない買収防衛策）、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の
交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛
策）といった、経営陣によるプランの廃止を不能又は困難とする性格をもつライツプラ
ンとは全く性質が異なるものと考えます。

　
⑦ 第三者専門家の意見の取得

　
本プランにおいては、大規模買付者が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独

立した第三者（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント
その他の専門家を含みます。）の助言を受けることができるとされています。これによ
り、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっていま
す。

　
(4) 株主の皆様への影響

　
① 本プランの導入時に株主の皆様に与える影響

　
本プランの導入時点においては、本新株予約権の割当自体は行われませんので、株主

の皆様の権利関係には影響はございません。
　

② 対抗措置発動時に株主の皆様に与える影響
　

本プランに基づいて対抗措置が発動されることが決定され、原則に従い新株予約権無
償割当の実施に関する決議が行われた場合には、割当基準日における最終の株主名簿に
記録された株主の皆様は、申込等の手続をすることなく、当該新株予約権無償割当の効
力発生日において、当然に新株予約権者となります。このような仕組み上、本新株予約
権の無償割当時においても、株主及び投資家の皆様が保有する当社株式１株当たりの経
済的価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、
また当社株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないことから、株主及び投資家の皆様
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の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えるこ
とは想定しておりません。

なお、当社は、本新株予約権の無償割当て決議や無償割当効力発生日後においても、
本新株予約権の権利行使期間の開始日の前日までの間は、大規模買付者が当該買付行為
等の撤回又は変更を行った等の事情により、対抗措置の発動が適切でないと当社取締役
会が認める場合には、本新株予約権の割当を中止し、又は当社が本新株予約権と引き替
えに当社株式を交付することなく無償にて本新株予約権を取得することがあります。こ
れらの場合には、１株当たりの価値の希釈化は生じませんので、１株当たりの価値の希
釈化が生じることを前提にして当社株券等の売買を行った株主又は投資家の皆様は、株
価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使又
は取得に際して、大規模買付者の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定され
ますが、この場合であっても、大規模買付者以外の株主及び投資者の皆様の有する当社
株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定して
おりません。

　
③ 本新株予約権の無償割当に伴って株主の皆様に必要となる手続

　
(a) 株主名簿への記録の手続

　
本新株予約権の無償割当を行うことが決議された場合、当社は、法令にしたがって

本新株予約権の割当基準日を公告いたします。割当基準日における最終の株主名簿に
記録された株主に本新株予約権が割り当てられますので、当該基準日における最終の
株主名簿に記録される必要があります。

　
(b) 本新株予約権の行使又は取得に際して必要となる手続

　
当社は、割当基準日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様に対し、本新

株予約権の行使請求書その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたしま
す。本新株予約権の割当を受けた株主の皆様が権利行使期間内に権利行使を行う場合
には、原則として新株予約権行使請求書等を提出した上、１円以上で本新株予約権無
償割当て決議において別途定められる額を払込取扱場所に払い込むことにより、原則
として１個の新株予約権につき、１株の当社普通株式が発行されることになります。
仮に、株主の皆様が権利行使期間内に、金銭の払込みその他本新株予約権の行使にか
かる手続を経なければ、本新株予約権は消滅いたしますので（会社法第287条）、他
の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保有する当社株式が希釈化する
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ことになります。但し、当社取締役会が本新株予約権を当社株式と引き替えに取得で
きる旨の条項に従い、本新株予約権を取得することを決定した場合には、法定の手続
に従い、当社取締役会が別に定める日において、対抗措置発動要件を充足すると判断
された非適格者以外の株主の皆様は、払込価額相当の金額を払い込むことなく、当社
による当該本新株予約権の取得の対価として、１個の本新株予約権につき原則として
１株の当社普通株式を受領することになります。

　
上記のほか、払込方法の詳細等につきましては、本新株予約権の無償割当に関する決

議が行われた後、株主の皆様に対して公表又は通知いたしますので、当該内容をご確認
下さい。

以 上
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大規模買付者の出現

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 大規模買付者が意向表明書を提出

当社取締役会が必要情報リストを交付

大規模買付者が必要情報を提出

取締役会の意見表明、代替案の提示等

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守

独立委員会

対抗措置発動 対抗措置不発動

取締役会
勧告

諮問

株主意思確認
総会開催の勧告

株主意思確認総会

可決 否決

対抗措置の発動勧告 対抗措置の不発動勧告

ルール逸脱

取締役会による是正要請

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守せず

大
規
模
買
付
者
出
現・脅
威
の
実
現
化

脅
威
に
対
す
る
対
応
の
確
定

20％以上の保有を目的とした
買付提案又は買付行為の場合

添付資料１ 本プランにおける対抗措置の発動・不発動までのフロー
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添付資料２ 独立委員会規則の概要

１．設置・構成等
・独立委員会の設置は、当社取締役会の決議により行う。
・独立委員会の委員（以下、「独立委員」という。）は３名以上とし、以下に定める全ての基

準を満たす、当社から独立した関係にある社外取締役、社外監査役、社外の有識者（弁護
士、公認会計士、経営経験豊富な企業経営者、学識経験者等）から当社取締役会の決議に
より、選任する。
（１）現在及び過去において、当社若しくは当社の子会社の取締役、執行役、従業員若し

くは監査役（但し、社外取締役又は社外監査役を除く）、又はこれらの者の近親者
（「近親者」とは、２親等以内の親族及び同居の親族を意味し、以下同様とする。）
ではないこと

（２）当社の主要な取引先（「主要な取引先」とは、当社が当該会社に対して物品若しく
は役務の対価として支払った金額、又は当該会社が当社に対して物品若しくは役務
の対価として支払った金額の年間合計額が、当社の過去５年間の連結売上高の平均
の３％を超える取引先を意味し、以下同様とする。）の取締役、執行役若しくは従
業員ではないこと

（３）当社及び主要な取引先の外部アドバイザー（「外部アドバイザー」とは、外部の法
律顧問、公認会計士、税理士、司法書士及びフィナンシャル・アドバイザー等を含
むがこれに限られない。）でないこと

（４）その他、当社との間で特別な利害関係がないこと

２．独立委員の任期
・選任後３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する当社定時株主総会の終結の

時までとする。

３．独立委員会の運営・決議等
・独立委員会は、当社取締役会又は各独立委員が招集する。
・独立委員会決議は、原則として、独立委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行う

ものとする。ただし、独立委員のいずれかに事故があるときその他特段の事由があるとき
は、独立委員の過半数が出席し、その過半数をもってこれを行う。
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４．独立委員会の活動内容ほか
・独立委員会は、以下の事項について検討及び決議し、当該決議内容を、その理由を付して

当社取締役会に対して勧告するものとする。
（１）大規模買付者が提示する買付提案の内容の精査及び検討
（２）大規模買付者により提供された本必要情報の十分性の判断
（３）取締役会検討期間の延長の要否についての判断
（４）対抗措置発動又は不発動に係る判断
（５）対抗措置の発動の是非を当社株主総会に諮るべきか否かについての判断
（６）発動された対抗措置を停止すべきか否かについての判断
（７）その他、本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事項及び当

社取締役会が諮問した事項
・上記事項の検討及び決議にあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

か否かの観点からこれを行うものとする。
・独立委員会は、当社の費用で、弁護士、公認会計士、税理士、フィナンシャル・アドバイ

ザーその他専門家からの助言を求めることができるものとする。
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添付資料３ 独立委員会委員の紹介
　
本プラン導入時の独立委員会の委員は、以下の５名を予定しております。
　
氏名 南雲 良介
昭和28年生まれ
昭和50年 ４ 月 リズム時計工業株式会社入社
平成17年 ６ 月 同社取締役国内営業本部東京支店長
平成18年 １ 月 同社取締役国内営業本部営業本部長
平成19年 ６ 月 リズム開発株式会社代表取締役社長
平成27年 ６ 月 当社社外取締役（現任）
　
氏名 石井 歓
昭和29年生まれ
昭和52年 ４ 月 日本開発銀行（現株式会社日本政策投資銀行）入行
平成20年10月 同行常務執行役員
平成22年 １ 月 株式会社日本航空管財人代理
平成23年 ８ 月 福岡地所株式会社代表取締役社長
平成27年 ８ 月 同社取締役副会長（現任）
平成29年 ６ 月 当社社外取締役就任予定

　
氏名 石橋 博
昭和23年生まれ
昭和49年 ４ 月 弁護士登録、丸の内総合法律事務所入所
昭和59年 ４ 月 丸の内総合法律事務所パートナー弁護士
平成16年 ６ 月 当社社外監査役（現任）
平成26年 １ 月 丸の内総合法律事務所顧問弁護士（現任）
　
氏名 高井 治
昭和22年生まれ
平成 ４ 年 ４ 月 名古屋大学工学部教授
平成24年 ４ 月 同大学名誉教授（現任）

関東学院大学工学部教授
関東学院大学材料・表面工学研究所副所長（現任）

平成26年 ６ 月 当社社外監査役（現任）
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氏名 木村 博紀
昭和37年生まれ
昭和59年 ４ 月 朝日生命保険相互会社入社
平成25年 ７ 月 同社取締役執行役員資産運用統括部門長
平成27年 ４ 月 同社取締役常務執行役員、資産運用企画部・証券運用部担当
平成28年 ６ 月 当社社外監査役（現任）
平成29年 ４ 月 朝日生命保険相互会社代表取締役社長（現任）

※南雲良介氏および石井歓氏については、本定時株主総会にて当社の社外取締役に選任さ
れることを条件に、独立委員としての契約を締結する予定です。
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添付資料４ 新株予約権の概要

１．本新株予約権の割当総数
本新株予約権の割当総数は、本新株予約権無償割当て決議において定める割当基準日にお

ける当社の最終の発行済みの普通株式の総数（但し、同時点において当社の有する当社の普
通株式の数を除く。）以上で、本新株予約権無償割当て決議において別途定められる数とす
る。

２．割当対象株主
割当基準日における株主名簿に記録された株主に対し、その所有株式（但し、当社の有す

る当社普通株式を除く。）１株につき１個以上で本新株予約権無償割当て決議において別途
定められる数の割合にて新株予約権を割り当てる。

３．本新株予約権の無償割当の効力発生日
本新株予約権無償割当て決議において別途定められる日とする。

４．本新株予約権の目的である株式の種類及び数
本新株予約権の目的である株式の種類は当社の普通株式とし、本新株予約権１個当たりの

目的である株式の数は１株（以下、「対象株式数」という。）とする。但し、当社が株式の分
割又は株式の併合等を行う場合は、所要の調整を行うものとする。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格
本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の当社普通株式１株当たりの金額は１円以上で本新株予約権無償割当て決議に
おいて別途定められる額とする。

６．本新株予約権の譲渡制限
本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。

７．本新株予約権の行使条件
非適格者は、その保有する本新株予約権を行使することができない。なお、本新株予約権

の行使条件の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において別途定める。

― 32 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月30日 01時42分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



８．当社による本新株予約権の取得
当社は、当社取締役会が別途定める日をもって、非適格者以外の者が有する本新株予約権

を取得し、その対価として、本新株予約権と引き替えに本新株予約権１個につき対象株式数
の当社の普通株式を交付することができる。

なお、本新株予約権の取得条項の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において
別途定める。

９．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得
当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合その他本新株予約権無償割当て決議にお

いて当社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株予約権の全部を無償にて取得する
ことができる。

10．本新株予約権の行使期間等
本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、本新株予約権無償割当て決議にお

いて別途定めるものとする。
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図
　

会 場　埼玉県さいたま市中央区本町東五丁目12番10号
ＮＰＲ与野ビル（当社本社ビル）２階ホール
　 ＴＥＬ：048-856-5011（代表）

　

　

交 通
　

・JR北与野駅
徒歩 約12分
バス（バス乗り場） 約５分
　 国際興業バス（新都01）「北浦和駅」、西武バス（新都11）「大宮駅西口」行き
　 「小村田」下車

・JRさいたま新都心駅（西口）
徒歩 約20分
バス（西口バス乗り場） 約９分
　 国際興業バス （新都01）「北浦和駅」、西武バス（新都11）「大宮駅西口」行き
　 「小村田」下車

・JR大宮駅（西口）
バス（午前8:59まで９番乗り場 午前9:00以降３番乗り場） 約15分
　 西武バス (大39) 「加茂川団地（円阿弥経由)」、

(大39-1) 「さいたま市民医療センター」、(大40)「大宮南高校」行き
　 「氷川神社前」下車
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